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前  文 

 

この計画は、国土利用計画法（以下「法」という）第２条に

示された土地及び国土利用の基本理念に即して、公共の福祉を

優先させ、自然環境の保全を図りつつ、健康で文化的な生活環

境の確保と国土の均衡ある発展を図ることを目的として、法第

８条の規定により本村の区域における村土の利用に関し、必要

な事項を定めた計画（以下「喬木村計画」という）です。 

また、この計画は、法第７条の規定により定められた長野県

計画を基本とし、第５次喬木村総合計画（後期計画）にも即し

て定められたものです。 

なお、この計画は、長野県計画の改定、喬木村総合計画の改

定、さらには社会情勢などに重大な変動があった場合において、

必要に応じて見直しを行うものです。 
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１．村土利用の基本方針 

 

(1)基本理念  
村土は、現在及び将来における村民のための限られた資源であるとともに、生活

及び生産などの諸活動の共通の基盤です。 

したがって、村土の利用にあたっては、長期的展望にたって公共の福祉を優先さ

せ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的・社会的・経済的及び文化的条件に

配慮して、健康で文化的な生活環境の確保と均衡ある発展を図ることを基本理念と

します。 

 

(2)村土の特性  

本村は、長野県下伊那郡の北部、天竜川の東岸に位置し、北は豊丘村、東南は飯

田市、西は天竜川に接し、その対岸は飯田市となっています。 

村域は、東西 11.5km、南北 3.8km、周囲 44.3km、面積 66.61 ㎞ 2 で、標高

は 400～1,800ｍとなっています。 

村土は、日本で最大規模といわれる天竜川河岸段丘上にあり、伊那山脈（標高

1,300～1,800ｍ）に源を発する小川川、加々須川が谷間を流れる花崗岩の岩盤上

にあります。平坦地は、天竜川、小川川、加々須川に沿う一部と、段丘上の台地で、

丘陵や渓谷が入り込む複雑な地形となっています。 

主要交通としては、南北方向に村道 620 号線・２号線・200 号線（通称：竜東

一貫道路）、主要地方道伊那生田飯田線、中段に村道 146 号線・266 号線・５２号

線・５８６号線・５６７号線（通称：伊那南部広域農道）、東西方向に主要地方道下

條米川飯田線、一般県道上飯田線、一般県道大島阿島線が走っています。平成６年

３月の三遠南信自動車道小川路峠道路（矢筈トンネル）の開通により、地域経済の

発展等、整備効果が現れています。 

また、農業を基盤として発展してきた本村では、限られた農地を有効利用するた

め、昭和 44 年～6２年にかけて、各地でほ場整備が行われました。また、畑地灌漑

を目的として竜東一貫水路が整備され、段丘上も農業用水が供給されています。 

 

(3)本計画が取り組むべき課題 

村土利用においては、人口減少の進展により低・未利用地や空き家等が増加して

おり、土地利用の効率の低下が懸念されています。また、農業においては、農家の

減少・高齢化・後継者不足により、農地の荒廃や遊休化が進行し、農地面積は減少

し続けています。このため、本格的な人口減少社会においては、村土の適切な利用

と管理を通じて村土を荒廃させない取組を進めていくことが必要です。 

Ⅰ村土の利用に関する基本構想 
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また、近年では、飯田市との近接性や若年世帯の世帯分離などを背景として宅地

需要が高まり、天竜川沿いの平坦地を中心に農地転用による宅地化が進んでいます。 

さらに、令和２年７月の豪雨災害では、村内において多数の被害が発生しており、

今後も、気候変動により雨の降り方はさらに極端化し、それが頻発することが予想

されています。このため、地域の特性を踏まえ、防災・減災対策の強化、災害リス

クの高い地域の土地利用の適切な制限等の取り組みを進めていく事が必要です。 

一方で、令和 9 年に予定されているリニア中央新幹線の開業は、通勤・通学圏の

拡大、交流人口の増加、地域経済の活性化等、様々なメリットが期待されます。こ

のため、リニア中央新幹線整備がもたらすメリットを広く村内に波及させ、村土の

発展や地域振興に着実につなげる取組を、村土利用においても進める必要がありま

す。 

以上を踏まえて、村土の利用に係る計画期間中における課題は、村土が限られた

資源であることを前提として、その有効利用を図りつつ、村土の利用目的に応じた

区分（以下「利用区分」という）ごとの土地需要の量的な調整を行うとともに、村

土利用のより一層の質的向上を図ることにあります。 

 

(4)村土利用の基本方針 

 

ア 適切な土地管理を実現する村土利用 

都市的土地利用については、土地の高度利用を促進しつつ、地域特性と地域バラ

ンス、需要動向などを考慮しながら、良好な住宅地、商・工業地の形成、住環境の

整備に努めます。さらに、適正な土地利用への規制・誘導を図ります。 

農林業的土地利用については、農地の良好な管理を行うとともに、農業の担い手

への農地の集積・集約を進めることなどを通じて、再生困難な耕作放棄地の発生防

止・解消と効率的な利用を図ります。さらに、耕作放棄地などの低・未利用地につ

いては、有効利用を促進します。また、村土の保全、水源かん養等に重要な役割を

果たす森林の整備及び保全を進めます。 

なお、土地の利用区分相互の転換にあたっては、個別の土地利用関連法令の方針

及び規制を優先させた上で、本計画の規定に沿い、復元の困難性等を考慮し、計画

的かつ慎重に対応します。 

 

イ 自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する村土利用 

自然環境や景観等については、緑豊かな環境の確保、歴史的・文化的風土の保存、

地域の自然的・社会的特性等を踏まえた個性ある景観の保全・育成や、観光資源と

しての有効活用等を目指します。 
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ウ 安全・安心を実現する村土利用 

災害に強い安全で快適な村土づくりのため、総合的な防災・減災対策を進めると

共に、災害リスクの把握及び周知を図った上で、災害リスクの高い地域の土地利用

を適切に制限します。 
また、経済社会上、重要な役割を果たす諸機能の適正な配置やバックアップを進

めるとともに、交通、ライフライン等の多重性・代替性の確保、被害拡大の防止、

オープンスペースの確保、農地の保全管理、森林や生態系の持つ村土保全機能の向

上などの取組を通じ、災害に強い村土を構築します。 

 

エ 複合的な施策の推進と村土の選択的な利用 

土地利用の総合的なマネジメントに関しては、地域の実情に即して諸問題に柔軟

かつ能動的に取り組むことを基本とします。 

土地は次世代に引き継ぐかけがえのない共有財産です。土地利用をめぐる様々な

関係の深まりや多様な主体のかかわりの増大を踏まえ、地域における土地利用の基

本的な考え方についての合意形成を図ることが重要です。 

土地利用に当たっては、慎重な利用転換、有効利用と適切な維持管理、再利用と

いった一連のプロセスを管理する視点が重要です。 

また、地域の実情に即して土地利用の諸問題に取り組む際、土地利用の広域性を

踏まえた地域間の適切な調整を図ることも重要です。 

 

オ 多様な主体による村土の村民的経営 

村民の社会参加や社会貢献意識の高まり、価値観の多様化等に伴って、個人、ボ

ランティア・ＮＰＯ、各種団体、企業等の多様な主体が、公共・公益的な分野にお

ける活動を担いつつあります。 

少子高齢化・人口減少により村土の管理水準が低下している中で、こうした公共

の新たな担い手による村土管理への直接的・間接的なかかわりが期待されています。 

そのため、行政と行政以外の公共の担い手とが共通の目的意識と責任感を保ちな

がら、相乗効果を高められるよう連携・協働していくことが必要です。 
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２．利用区分別の村土利用の基本方向 

 

 

(1)農地  

村の基幹産業である農業は、生産基盤とな 

る農地を確保することから始まります。 

優良農地を確保することが農業の活性化に 

つながります。多くの方に農業を行ってもら 

うために、農地の集積・集約化を促進します。 

 

 

 

(2)森林 

森林については、木材、林産物等の生産機 

能、村土の保全、水源かん養などの経済的・ 

公益的機能を有することから、森林の持つ機 

能が十分発揮できるような維持・保全に努め 

ます。 

また、自然とのふれあい、健康と憩いの場 

としての活用など、森林の豊かな恵みが享受 

できる多様な森林づくりを目指します。 

植生自然度の高い自然林などは、保護に努 

めます。 

 

 

 

(3)原野等 

原野等については、村土として利用する場 

合には、貴重な自然環境を形成していること 

や、生態系や景観維持などの観点から、その 

保全に努めます。また、地域の自然環境を形 

成する機能に十分配慮しつつ、適正な利用を 

図ります。 

 

 

 

 

＜城原＞

（九十九谷森林公園）＜小川＞

＜帰牛原＞
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(4)水面・河川・水路 

水面・河川・水路については、災害防止の 

ための河川整備、砂防施設の整備、良質な水 

を安定的に供給するための水資源の確保と老 

朽化した農業用水路やため池の整備を行い 

ます。 

これらの整備にあたっては、自然環境の保 

全に配慮することとし、生物の多様な生息・ 

生育環境と共生する親水空間の創出に努める 

とともに、水辺や水資源の持つ多様な機能の有効利用を図ります。 

 

(5)道路 

一般道路については、道路網の体系的・計画的な整備を推進するとともに、安全

で快適な道路環境の創出を図ります。 

特に、主要幹線道路については、三遠南信自動車道やリニア中央新幹線計画との

関連を踏まえ、広域的な連携を図りながら整備を 

進めます。 

その整備にあたっては、環境保全に配慮し、 

道路の安全性、快適性、防災性などの向上を 

図るとともに、バリアフリー化、緑化など人 

に優しい道路づくりに努めます。 

林道については、林業の生産性向上及び林 

地の管理を図るため、開設及び適正な維持・ 

管理に努めます。また、整備にあたっては、 

景観や自然環境の保全に配慮します。 

 

(6)宅地 

ア 住宅地 

住宅地については、村の活性化や流入人口の増加を目指す中で、需要に応じた

必要な用地を適切に選定し、確保に努めます。そのため、リニア中央新幹線の開

業、良好な居住環境の形成やライフスタイルの多様化などの社会動向、地域特性

に配慮し、良質な住宅地の確保に努めます。 

また、既存集落地を中心として、公園・緑地の確保や生活道路の整備など、安

全性の向上と快適な住環境の確保を図ります。さらに、地域の自然条件・社会条

件をふまえた適切な土地利用の展開により、防災性の向上を目指します。 

 

（矢筈ダム）＜氏乗＞ 

（（仮）氏乗インターアクセス道）＜氏乗＞ 
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イ 工業用地 

工業用地については、若者定住の促進及び雇用拡大などのため、環境保全や周

辺の土地利用との調和に配慮しつつ、立地需要に応じて新たな工場適地を選定し、

必要な用地確保に努めます。 

また、工場移転跡地及びリニア中央新幹線整備関連の工事ヤード利用後の土地

について有効利用を進めます。 

ウ その他の宅地 

既成集落地における店舗・事業所用地については、生活基盤の再整備を進める

中で、土地利用の高度化、立地の集約化を図ります。 

竜東一貫道路沿道地区については、良好な環境形成に配慮しつつ、新たな経済

活動の進展に対応した商業・業務系施設の集積を図ります。特に、大型商業施設、

流通業務施設などの整備については、周辺の土地利用との調整を図るとともに、

地域景観との調和などに努めます。 

 

(7)上記利用区分以外の土地利用 

ア 公用・公共用施設用地 

文教施設、公園緑地、交通施設、環境衛生施設等の公用・公共用施設の整備に

あたっては、村民ニーズの多様化を踏まえ、村土の有効利用と環境の保全、良好

な景観形成に配慮して、必要な用地の確保に努めます。 

イ レクリエーション用地 

レクリエーション用地については、自然環境の保全等を図りつつ、地域資源の

活用など総合的な視野のもとに計画的に整備します。また、地域の自然環境保全

の観点から、その施設の適切な配置や広域的な連携に配慮します。 

ウ 低・未利用地 

低・未利用地については、地域の個性ある景観の保全・育成等に配慮し、計画

的かつ適正な活用を図ります。 

特に、耕作放棄地については、これ以上拡大化させないために、個人や営農組

織等多様な担い手への利用集積を図ります。また、再生困難な耕作放棄地につい

ては、林地化も検討していきます。 
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１．村土の利用区分ごとの規模の目標 

 

(1)目標年次 

計画の目標年次は令和１2 年とし、基準年次は令和元年とします。 

なお、令和 7 年を中間年次とします。 

 

(2)人口及び世帯数 

村土の利用に関して、基礎的な前提となる人口及び世帯数については、令和１2

年において、それぞれ５，４２５人、２，０３２世帯と想定します。 

 

(3)利用区分 

村土の利用区分は、農地、森林、原野等、水面・河川・水路、道路、宅地及びそ

の他の区分とします。 

 

(4)規模の目標の設定方法 

村土の利用区分ごとの規模の目標については、利用区分別の村土利用の推移に基

づき、目標人口などを前提とし、利用区分別に必要な面積を予測し、かつ、土地利

用の実態を考慮して定めました。 

 

(5)利用区分ごとの目標 

村土利用の基本構想に基づく令和１２年における利用区分ごとの規模の目標は、

別表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 村土の利用区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要 
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(別表)                利用区分ごとの規模の目標    

 

        （単位：ha、％） 

利 用 区 分 
令和元年 

（基準年次） 

令和１2年 

（目標年次） 

増・減（△） 

(１2 年-元年) 

構  成  比 

令和元年 令和１2年

農 地
447 425 △ 22 6.7 6.4

田 154 147 △ 7 2.3 2.2

畑  293 278 △ 15 4.4 4.2

森 林
5,326 5,317 △ 9 80.0 79.8

原 野
0 0 0 0.0 0.0

水面・河川・水路
159 158 △ 1 2.4 2.4

道 路
168 171 3 2.5 2.6

宅 地
155 171 16 2.3 2.6

住   宅   地 109 112 3 1.6 1.7

工 業  用 地
5 12 7 0.1 0.2

その他の宅地 41 47 6 0.6 0.7

そ の 他
406 419 13 6.1 6.3

合  計 6,661 6,661 0 100.0 100.0

市 街 地 － － － － － 
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２．地域別の概要 

 

(1)地域区分 

計画における地域区分は、自然的、社会的、経済的及び文化的な条件を勘案して、

概ね以下の３地域に区分します。 

 

ア 上段地域  標高が概ね 600ｍ越える東部の山間地域 

 

イ 中段地域  標高が概ね 500ｍ～600ｍの河岸段丘上から山裾に広がる地域 

 

ウ 下段地域  標高が概ね 500ｍ未満で、小川川、加々須川及び天竜川の後背 

地域 

 

 

 

地域区分図 

下段地域 
中段地域 

上段地域
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(2)地域別土地利用 

ア 上段地域 

この地域は、東部の山間地に位置し、小川川や加々須川の渓流域の狭小な平地

や河岸段丘の最上部の丘陵地に民家と農地が点在しています。 

地域の大半が森林地帯で占められている本地域は、自然保護ゾーンとして、環

境の保全を重点的に進めます。 

次世代に継承すべき優れた自然環境である天然林や貴重な野生動物・植物の生

息地は、その生態系のまとまり、生息空間の連続性や一体性に配慮し、適切に保

全します。 

多目的利用が可能な森林の一部では、適正な管理の下で、周辺の自然、景観、

地形の保全に配慮した自然との共生を目指しつつ、村民や都市住民が多様な形で

自然環境に親しむことができる空間の形成を図ります。 

その他の森林については、山地災害防止等の公益的機能の向上を図るため森林

整備を進めます。保安林については、治山施設の整備等により、機能の維持強化

を図ります。 

三遠南信自動車道に近い氏乗地区では、将来の全線開通を見据え、長期的展望

にたち、各拠点の自然的、地形的、経済的条件に配慮したうえで、適切な計画的

土地利用を進めます。 

山間集落地の活性化、森林資源の活用及び災害対策道路として、森林基幹道大

島氏乗線を中心とした山間道路網の整備を進めます。 

 

イ 中段地域 

この地域は、天竜川東の段丘上から東部山麓裾にかけて、狭小な段丘上に田園

地帯と農村型集落が点在しています。 

土地利用は、水田や畑、果樹園からなる農業的土地利用が主体であり、集団的

に優良農地が確保されています。 

農業生産基盤の整備された既存の農地では、優良農地の保全や農地流動化及び

利用集積を図るとともに、無秩序な転用を抑制します。 

また、保育園、学校並びに運動施設を集積するとともに、計画的な宅地利用を

図ります。 

森林については、山地災害防止のため森林整備を進めるとともに、保安林機能

の強化に努めます。 

九十九谷森林公園などの森林レクリエーション施設については、その利用増進

を図るための計画的な土地の利活用を図ります。 

集落地については、農業との適切な調和と快適な居住環境の形成、安全性の向

上を図るため、恵まれた自然環境に配慮しつつ、生活道路や公園等の生活基盤の

改良・充実を進めます。 
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ウ 下段地域 

この地域は、天竜川及び小川川下流域の後背地に位置し、集落に沿って幹線道

路が走り、産業機能や公共サービス機能等が集積している地域であり、村民の約

７割が居住しています。 

阿島地区では竜東一貫道路沿線地区への商業・業務施設や住宅の立地が進んで

おり、従来からの田園景観が消失しつつあります。また、宅地化の進行により住

宅や工場等と農地の混在化が進んでおり、この地区においては、実情をふまえ、

農業との適切な調和のもとに都市的土地利用を誘導します。 

主要地方道伊那生田飯田線や一般県道上飯田線の沿線に広がる既存集落では、

道路等の生活関連施設の整備や低・未利用地の活用による公園・緑地の確保、段

丘斜面地等の土砂災害対策などを推進し、安全で快適な居住環境の形成を図りま

す。 

住宅地、工業地等の都市的土地利用の要望のある伊久間地区の竜東一貫道路沿

線では、復元の困難性等を考慮して、農地等の土地利用関連法令との調整を図り、

農業環境や景観等を守りつつ、住宅地、工業・商業地を確保します。住宅地や工

業・商業地、道路の整備にあたっては、良好な環境形成に配慮するとともに、緑

地の確保を促進します。 
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１．公共の福祉の優先 

土地については、公共の福祉を優先させるとともに、地域の自然的、社会的、 

経済的及び文化的諸条件に応じて適正な利用が図られるよう努めます。   

このため、各種の規制措置、誘導措置などを通じた総合的な対策を実施します。 

 

２．国土利用計画法等の適切な運用 

(1) 国土利用計画法及び土地利用に関連する法令の適切な運用により、総合的かつ

計画的な土地利用を推進します。 

(2) 本計画を土地利用に関する基本計画と位置づけ、個別法に基づく土地利用計画

については、計画相互の整合性を確保する中で、社会経済的条件の変化に対応し

て、必要により見直し及び充実を図ります。 

 

３．地域整備施策の推進 

地域の諸課題に対応し、村土の均衡ある発展を図るため、地域の個性、多様性

や村民の意向を生かした基礎的条件の整備施策を推進し、村土の有効利用と個性

ある地域づくりを進めます。 

村土は、宅地ゾーン、田園ゾーン、開発調整ゾーン、自然保全ゾーン、河川ゾ

ーンの５ゾーンに大別し、それぞれの地域特性にあった土地利用を図ります。 

 

ア 宅地ゾーン 

望ましい居住環境や商業・業務環境を計画的に整備する区域とします。 

農地や自然環境の保全、景観に配慮した生活基盤の整備を計画的に推進し、安

全性、快適性、利便性の高い居住環境の形成を図ります。 

また、低・未利用地の有効活用を促進します。 

 

イ 田園ゾーン 

既存農村集落を中心とした農業生産基盤であり、本村の農業を支えるゾーン

です。 

    優良農地の確保・保全、耕作放棄地の解消に努めるとともに、集落の生活環

境を整備し、生産空間と生活空間の調和のとれた農村らしい環境を形成します。 

 

Ⅲ Ⅱに掲げる目標を達成するために必要な措置の概要 
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  ウ 開発調整ゾーン 

    社会経済の変化にともなう産業や生活面での時代ニーズに対応するため、 

自然との共生と乱開発の防止に配慮しつつ、レクリエーションや保養、地域 

交流等の活動空間を計画的に整備します。 

    整備に際しては、水資源のかん養、自然環境との調和、良好な景観形成に 

留意した土地利用を図ります。 

 

  エ 自然保全ゾーン 

    林業生産及び村土保全、水源かん養など森林の持つ多面的な機能を維持し 

ながら、将来にわたり村の共有財産として、豊かな自然の保全に務めます。 

 

  オ 河川ゾーン 

    防災機能の維持増進に務めながら、余暇活動や自然とのふれあいの場とし 

ての利用を図ります。 

 

４．村土の保全と安全性の確保 

(1) 村土の保全と安全性を確保するため、治山治水対策と土地利用との調和を図り、

本村の地形が複雑であることに配慮して、適正な土地利用への誘導を図ります。 

(2) 森林の持つ公益的機能の向上を図るため、保安林の指定並びに保育・間伐を進

め、森林の管理水準の向上を図ります。その際、林道等必要な施設整備を進める

とともに、森林管理への村民の理解及び参加、林業の担い手の育成、生活環境条

件の向上など、森林管理のための基礎的条件を整備します。 

(3) 災害リスクの高い地域の把握、周知を積極的に行うとともに、地域の実情等を

踏まえつつ、関係法令に基づいた土地利用制限を行う規制区域の指定を促進しま

す。加えて、主体的な避難を促進する観点から、ハザードマップの作成・配布や

防災教育の体系的な実施、避難訓練等を進めます。また、集落地の安全性を高め

るため、地域防災拠点の整備、防災機能の分散配置、公園・緑地の確保、ライフ

ラインの多重化、交通ネットワークの代替性の確保などの防災機能の強化を図り

ます。 

 

５．環境の保全と美しい村土の形成 

(1) 自然環境の保全、水資源の保全、歴史的風土の保存、文化財の保護、公害の防

止などを図るため、現行の個別規制・調整法令の運用や規制区域の設定・見直し

により、開発行為等の規制誘導を行います。 

(2) うるおいのある村土を形成するため、原生的な自然から集落地に残された自然

に至るまで、その体系的な保全を図ります。 
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(3) 都市的土地利用の集積地においては、緑地空間・水辺空間の保全及び創出、屋

外広告物の規制等により、良好な生活環境と美しい田園景観の維持・形成を図り

ます。 

(4) 住宅地・商業業務地の開発、工場の立地、公共施設の整備にあたっては、特に

環境面・防災面に配慮し、緑地の確保など適正かつ計画的な土地利用を進めます。 

(5) 良好な環境を確保するため、開発行為の計画段階において環境影響評価などの

実施およびゴミの不法投棄の予防などにより、土地利用の適正化を図ります。 

 

６．土地利用の転換の適正化 

土地利用の転換は、復元の困難性や与える影響に十分留意したうえで、社会経

済の動向、周辺の土地利用の推移、社会資本の整備状況その他の自然的条件など

を勘案して適正に行います。 

特に、大規模な土地利用の転換については、その影響が広範囲に及ぶことから、

周辺地域を含めて事前に十分調査を行い、地域住民の理解のもとに、村土の保全

と安全性の確保、環境の保全、他の関連計画との整合などに配慮しつつ、適正な

土地利用を図ります。 

 

(1)農地 

食料自給率の向上が我が国の最重要施策と位置づけられる中で、食料の生産基盤

である農地を転用することは、転用後の影響を十分に考慮しつつ実施されなければ

なりません。農業上支障の少ない農地に転用を誘導するとともに、投機目的・資産

保有目的による転用がされないよう十分配慮します。 

 

(2)森林 

森林の利用転換は、森林の保全、林業経営の安定及び長期的視点にたった林業の

育成に留意しつつ、災害の発生、自然環境の悪化等、公益的・多面的機能の低下を

防止することを十分考慮して、周辺の土地利用との調整を図ります。 

 

(３)混在地 

土地利用の混在化が進展する地域での転換については、混在による弊害を防止す

るため、必要な土地のまとまりを確保することなどにより、農地と宅地等相互の土

地利用の調和を図ります。 

 

 

 

 

15 −−



７．土地の有効利用の促進 

 

(1)農地 

農業意欲と経営感覚に優れる経営体の育成・強化を進め、農業が合理的かつ複合

的に経営できるよう農地の集積・集約化を促進します。 

 また、観光農業、体験農業など、都市部との交流を促進し、農地利用の多様化を

図ります。優良農地については、転用を抑制し、将来にわたり農業生産の基盤とし

ます。 

 

(2)森林 

木材生産等の経済的機能、水源かん養、保健休養及び自然環境の保全などの公益

的機能を増進するため、林道整備などの基盤整備と保育・間伐等による森林資源の

計画的な保全・育成を図ります。 

自然との共生を前提として、自然とのふれあいの場、青少年の教育の場の整備な

ど森林機能の多様な活用を進め、村民のレクリエーション空間として活用を図りま

す。 

段丘斜面の森林及び神社仏閣周辺の樹林地については、緑地として適切な規制・

誘導により保全を図ります。 

 

(3)水面・河川・水路 

治水・利水・砂防施設及び農業用施設として計画的な整備を推進するとともに、

うるおいのある水辺空間として多面的利用に配慮します。 

 

(4)道路 

村民の生活と産業振興の基盤となる道路網の体系的な整備を総合的、計画的に進

め、集落内の生活道路の整備、歩行者などへの安全対策を図るとともに、防災機能

の付加等道路の多面的利用に配慮します。 

林道については、森林資源の適正な管理と利用、山村振興などのために計画的に

整備・維持します。 

リニア中央新幹線整備による効果を広く村内に波及させるため、県駅へのアクセ

ス道路のほか、関連道路の整備を進めます。 

 

(5)住宅地 

長期的な需給見通しに基づいて、公共と民間による良好な居住環境を備えた住宅

地の供給を計画的に促進し、良好な住環境の形成を図るため、公園・緑地の確保、

下水道等の整備、防災性の向上を図ります。 
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(6)工業用地 

新たな工場立地に関しては、地域社会との調和及び公害の防止に十分配慮し、緑

化等による環境対策に努め、周辺の交通への影響や排水対策に十分配慮します。 

 

(7)その他の宅地 

郊外型の大型店の立地については、周辺地域の環境に配慮しながら、適切な場所

への立地誘導を図ります。開発にあたっては、周辺の土地利用との調整や沿道景観

の整備を図るなど環境に配慮します。 

 

(8)低・未利用地等 

低・未利用地については、実態把握に努め、耕作放棄地は流動化の促進や林地化、

体験農場や公園緑地として利用を、それ以外の土地についても多面的な有効利用を

計画的に進めます。 

 

８．土地の適正な管理 

土地所有者による良好な土地管理を誘導するとともに、周辺土地利用との調整

を図りつつ、適切な土地利用を促進します。 

とりわけ、耕作放棄地については、村土の有効利用及び環境保全の視点から、

土地所有者による適正な管理を促します。 

 

９．土地利用の適正化に向けた取り組み 

村民の理解と協力のもとに適正な土地利用を図るため、村土利用に関する情報

を収集し、それを公開するとともに、村土利用の適正化についての理念の普及・

啓発を図ります。 

低・未利用地については、土地の流動化の促進、有効利用、地域共同体での良

好な土地管理などに努めます。 
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１．計画策定の経緯 
 

年 月 日 経  過  等 
 

令和２年 

５月 21 日

６月 25 日

７月 13 日

    ～

11 月 25 日

11 月 26 日

11 月 30 日

  12月22日

23 日

  24 日

      

令和３年 

  １月 12 日

 ２月２日

２月 24 日

 

３月

４月１日

 

 

区長自治会長会議へ計画改定の説明 

 

農業委員会へ計画改定の説明及び見直しの依頼 

 

庁内企画調整会議において計画改定の検討作業依頼 

 

関係資料収集及び数値の見直し作業 

 

計画素案の策定 

計画素案を農業委員会へ提出・説明 

庁内企画調整会議において土地利用構想図案の説明 

 

計画素案を村ホームページへ掲載し意見募集 

喬木村計画審議会で計画素案の説明・検討 

 計画素案、土地利用構想図を農業委員会へ協議 

 

 

 計画素案を長野県南信州地域振興局へ事前協議 

 

国土利用計画（第３次喬木村計画）案の策定 

計画案を長野県企画振興部総合政策課へ提出・協議 

 喬木村計画審議会へ計画案の諮問・答申 

 

村議会へ計画案を提出・議決 

 

国土利用計画（第３次喬木村計画）の公表 
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２．村土の利用区分の定義 
 

利用区分 定  義 資料（把握方法） 
1.農地 農地法第２条第１項に定める農地で、

耕地の目的に供される土地であって畦

畔を含む。 

『耕作及び作付面積統計』（農林水産省

情報部）の「耕地面積」の田と畑の合

計面積 

2.森林 森林法第２条第１項に規定する森林を

対象とし、国有林と民有林との合計で

ある。なお、林道面積は含まない。 

 

 (1)国有林 林野庁所管国有林及びその他省庁所管

国有林の合計である。 

 

●林野庁所管国有林 

国有林野法第２条第３項に規定する

国有林のうち、林野庁が所管する森

林である。官行造林地も含む。 

●その他省庁所管国有林 

森林法第２条第３項に規定する国有

林のうち、林野庁所管以外の森林 

 

 

 

『国有林野事業統計書』 

（南信森林管理署照会） 

 

 

『長野県民有林の現況』の「国有林民

有林別・森林面積及び蓄積」の内「国

有林」の「その他」の面積 

(2)民有林 森林法第２条第１項に定める森林であ

って、同法同条第３項に定めるもの。

『長野県民有林の現況』による 

3.原野等 農地法第２条第１項に定める採草放牧

地（国有林野貸付使用地に限る）と「世

界農林業センサス林業調査報告書」の

「森林以外の草生地」から国有林（た

だし林野庁所管分に限る）を除いた面

積の合計である。 

『国有林野事業統計書』 の「採草放

牧地（国有林野貸付使用地」と『世界

農林業センサス林業調査報告書』の「森

林以外の草生地（合計）」から『国有林

野事業統計書』（南信森林管理署照会）

の「採草放牧地（林野庁所管国有林）」

を除いた面積 

4.水面･河川･水路 水面、河川及び水路の合計  

 (1)水面 湖沼（人造湖及び天然湖沼）及びため

池の満水時の水面である。 

●人造湖 湖堤高 15ｍ以上のダム湖 

●ため池 堤高15ｍ未満の農業用溜池

 

 

『矢筈ダム計画資料』村高速交通対策

課、『ため池台帳』村高速交通対策課 

(2)河川 河川法第４条に定める一級河川及び同

法第５条に定める二級河川及び同法第

100 条による準用河川の同法第６条に

定める河川区域 

『河川調書（県建設部）』の河川延長に

必要な区間ごとに把握した平均幅員を

乗じて算出 

(3)水路 農業用排水路 区画整理済水田面積（村産業振興課）

水路面積＝（整備済水田面積×整備済

水田の水路率）＋（未整備水田面積×

未整備水田の水路率） 
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利用区分 定  義 資料（把握方法） 
5.道路 一般道路、農道及び林道の合計であ

る。車道部（車道、中央帯、路肩）、

歩道部、自転車道部及び法面等からな

る。 

 

 (1)一般道路 道路法第２条第１項に定める道路 

 

一般国道（指定区間）は国土交通省飯田

国道事務所に照会 

県管理道路は県飯田建設事務所に照会 

村道は『道路台帳』（村高速交通対策課）

(2)農道 農地面積に一定率を乗じたほ場内農

道及び村農道台帳の農道延長に一定

幅員を乗じたほ場外農道である。 

整備済農地面積（村産業振興課） 

 

(3)林道 国有林林道及び民有林林道である。 

 

国有林林道は、南信森林管理署に照会 

民有林林道は『林道事業実績調査』

の林道延長×一定幅員 

6.宅地 建物の敷地及び建物の維持又は効用

を果たすために必要な土地である。 

『固定資産の価格等の概要調書』の「宅

地」のうち「評価総地積」と「非課税地

積」を合計した数値 

 (1)住宅地 『固定資産の価格等の概要調書』の評

価総地積の住宅用地に、非課税地積の

うち、県営住宅団地、村営住宅団地及

び公務員住宅団地を加えたものであ

る。 

『固定資産の価格等の概要調書』の「評

価総地積」の「住宅用地」と非課税地積

であるところの県営・村営住宅用地・公

務員住宅用地を加えた数値 

(2)工業用地 『工業統計表』の「事業所敷地面積」

を従業員 10 人以上の事業所敷地面積

に補正したもの 

従業員 30 人以上の規模の事業所の敷地

面積は、『工業統計調査』の「敷地面積」

従業者10人以上29人以下の規模の事業

所は『工業統計調査』及び『課税台帳』

等により推計 

(3)その他の宅地 住宅地及び工業用地のいずれにも該

当しない宅地である。 

「宅地」から「住宅地」及び「工業用地」

を除く 

7.その他 村土面積から「農地」「森林」「原野等」

「水面・河川・水路」「道路」及び「宅

地」の各面積を除いたもの 

（その他の内訳は、公園・緑地・広場

等の公共空地、ゴルフ場、スキー場、

鉄道敷、荒廃農地等） 

村土面積から「農地」「森林」「原野等」

「水面・河川・水路」「道路」及び「宅

地」の各面積を除く 
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３．計画における主要指標 
 

項 目 単位 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

（現状） 

令和７年 

（中間年）

令和 12 年

（目標年）

 

人

口 

総  数 人 6,692 6,310 5,974 5,729 5,425 

0－14 歳 人 969 881 854 830 795 

15－64 歳 人 3,671 3,343 2,999 2,705 2,384 

65 歳以上 人 2,048 2,083 2,121 2,194 2,246 

構

成

比 

0－14 歳 ％ 14.5 14.0 14.3 14.5 14.7 

15－64 歳 ％ 54.9 53.0 50.2 47.2 43.9 

65 歳以上 ％ 30.6 33.0 35.5 38.3 41.4 

総世帯数 世帯 2,058 2,029 2,035 2,034 2,032 

１世帯当り人員 人／世帯 3.25 3.11 2.94 2.82 2.67 

就

業

人

口 

総  数 人 3,596 3,433 3,197 2,979 2,761 

第１次産業 人 686 612 499 395 292 

第２次産業 人 1,096 1,027 918 819 720 

第３次産業 人 1,814 1,794 1,780 1,765 1,749 

構

成

比 

第１次産業 ％ 19.1 17.8 15.6 13.3 10.6 

第２次産業 ％ 30.5 29.9 28.7 27.5 26.1 

第３次産業 ％ 50.4 52.3 55.7 59.2 63.3 

就業率 ％ 53.7 54.4 53.5 52.0 50.9 

資料：H22,H27 は国勢調査、R2・R7・R12 は最小二乗法等による推計値である 
（注）H22,H27 の年齢別人口は、年齢不詳があるため総数と一致しない 
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４．利用区分ごとの村土利用の推移 
 
４－１ 利用区分ごとの実績と計画 

（単位：ha、％） 

利用区分 

第 ２ 次 実 績 第 ３ 次 計 画 

基準年次

平成21 年

目標年次

令和２年

増 減 

(R2-H21 年)

対 比 

(H21/R2 年)

基準年次

令和元年

目標年次 

令和 12 年 

増 減 

(R12－R1 年)

対 比 

(R12/R1 年)

1.農地 481 447 △34 92.9 447 425 △22 95.1

 田  168 154 △14 91.7 154 147 △7 95.5

 畑  313 293 △20 93.6 293 278 △15 94.9

2.森  林 5,324 5,326 2 100.0 5,326 5,317 △9 99.8

 国有林 1,200 1,200 0 100.0 1,200 1,200 0 100.0

 民有林 4,124 4,126 2 100.0 4,126 4,117 △9 99.8

3.原  野 19 0 △19 0 - - - -

4.水面･河川･水路 162 159 △3 98.1 159 158 △1 99.4

 水  面 7 7 0 100.0 7 7 0 100.0

 河  川 141 141 0 100.0 141 141 0 100.0

 水  路 14 11 △3 78.6 12 11 △1 91.7

5.道  路 171 168 △3 98.2 168 171 3 101.8

 一般道路 137 136 △1 99.3 136 141 5 103.7

 農  道 27 24 △3 88.9 24 22 △2 91.7

 林  道 7 8 1 114.3 8 8 0 100.0

6.宅  地 148 155 7 104.7 155 171 16 110.3

 住宅地 106 109 3 102.8 109 112 3 102.8

 工業用地 6 4 △2 66.7 5 12 7 240.0

 
その他 
の宅地 36 42 6 116.7 41 47 6 114.6

7.その他 356 406 50 114.0 406 419 13 103.2

合 計 6,661 6,661 0 100.0 6,661 6,661 0 100.0

（注）計が合わない部分は四捨五入による 
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４－２ 利用区分ごとの村土利用の推移 

 （単位：ha） 

  年 

利用区分 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ 

基準年 

Ｒ２ Ｒ７ 

中間年

Ｒ１２

目標年

1.農 地 479 477 476 473 472 468 461 459 458 447 447 435 425

 

 
田  164 164 164 163 163 162 160 159 159 154 154 150 147

 
畑 315 313 312 310 309 306 301 300 299 293 293 285 278

2.森  林 5,333 5,333 5,333 5,323 5,323 5,324 5,324 5,324 5,326 5,326 5,326 5,321 5,317

 国有林 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

民有林 4,133 4,133 4,133 4,123 4,123 4,124 4,124 4,124 4,126 4,126 4,126 4,121 4,117

3.原  野 - - - - - - - - - - - - -

4.水面･河川･水路 160 160 160 160 160 160 160 160 160 159 159 159 158

 水  面 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

河  川 141 141 141 141 141 141 141 141 141 141 141 141 141

水  路 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11

5.道  路 170 170 170 170 169 168 168 168 169 168 168 169 171

 一般道 137 137 138 138 136 136 136 137 137 136 136 138 141

農  道 25 25 25 25 25 25 24 24 24 24 24 23 22

林  道 8 8 8 8 8 8 7 7 8 8 8 8 8

6.宅  地 148 149 152 152 153 153 155 155 155 155 155 167 171

 
住宅地 106 107 108 108 108 108 108 108 109 109 109 110 112

工業用 5 5 5 5 6 5 5 5 5 5 4 12 12

その他 
の宅地 37 37 39 39 39 41 41 41 41 41 42 45 47

7.その他 371 372 370 383 384 388 393 395 393 406 406 410 419

合 計 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661 6,661

（注）計が合わない部分は四捨五入による 
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５．利用区分ごとの規模の目標の考え方 
利用区分 説    明 

農地 宅地への転換及び農業従事者の減少・高齢化の進行により、今後も農

地が減少することが予想されるため、総合的自給力の強化と農業経営の

安定及び生産性の向上が図られるよう、集団的農地を中心に優良農地を

確保します。 

一方、社会経済情勢の変化に対応し、宅地、森林、公共用地、その他

への転換を計画的に進めます。 

このため、主に農地の減少を見込み、22ha（△4.9％）減少し、425ha

程度となります。 

森林 経済的、公益的機能が総合的に発揮できるよう、必要な森林の確保と

整備を図ります。 

また、多様な社会的要請に配慮し、三遠南信自動車道や林道、自然に

親しむ空間を整備したり、遊休農地を森林として有効利用するなど、計

画的な利用転換を図ります。 

このため、9ha（△0.2％）減少し、5,317ha 程度となります。 

原野 良好な自然環境を形成している原野は、生態系や景観の観点から保全

を図ります。 

このため、令和 12 年までに転換による変化はないものとします。 

水面･河川･水路 治水、利水、砂防施設の環境に配慮した計画的な改修、整備を図り、

水辺空間を保全します。 

規模としては、概ね現状維持とします。 

道路 村土の有効利用及び良好な生活、産業基盤の整備を促進するため、必

要な用地の確保を図ります。 

また、三遠南信自動車道の整備に伴い、一般道路と農道の増減を合わ

せて 3ha（1.8％）増加し、171ha 程度となります。 

なお、ほ場外の農道は平成 16 年度にすべて村道認定しています。 

宅地 住宅地は村の活性化や流入人口の増加による需要動向に対応して、良

好な住環境を備えた優良宅地を確保します。 

工業用地は、新規の進出立地などに必要な用地を確保します。 

その他の宅地は、商業・業務系施設の集約化を図ります。 

このため、住宅地は阿島地区での造成予定及びリニア中央新幹線の開

業に伴う移住人口の増を見込み 3ha（2.8％）増加し 112ha 程度になり、

工業用地は阿島地区及び伊久間地区での造成予定を見込み 7ha（140％）

増加し 12ha 程度になり、その他の宅地は 6ha（14.6％）増加し 47ha 程

度となります。 

その他 公用・公共施設用地及びレクリエーション施設等については、村民ニ

ーズを踏まえ、計画的な用地確保に努めます。 

このため、13ha（3.2％）増加し、419ha 程度とします。 
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６．村土利用の変化 
 

年 

 

利用区分 

基準年 a 

（令和元年） 

中間年 b 

（令和７年） 

目標年 c 

（令和 12年） 
増 減 

面積

(ha) 

構成比

(%) 

面積

(ha) 

構成比

(%) 

面積

(ha) 

構成比

(%) 

b － a 

(ha) 

c － a 

(ha) 

農 地 447 6.7 435 6.5 425 6.4 △12 △22

 

 
田  154 2.3 150 2.3 147 2.2 △ 4 △ 7

 
畑  293 4.4 285 4.3 278 4.2 △ 8 △ 15

森  林 5,326 80.0 5,321 79.9 5,317 79.8 △5 △9

原  野 - - - - - - - -

水面･河川･水路 159 2.4 159 2.4 158 2.4 0 △1

道  路 168 2.5 169 2.5 171 2.6 1 3

宅  地 155 2.3 167 2.5 171 2.6 12 16

 

 
住宅地 109 1.6 110 1.7 112 1.7 1 3

工業用 5 0.1 12 0.2 12 0.2 7 7

その他

の宅地 
41 0.6 45 0.7 47 0.7 4 6

その他 406 6.1 410 6.2 419 6.3 4 13

合 計 6,661 100.0 6,661 100.0 6,661 100.0 0 0
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７．利用区分別面積と関係指標の推移と目標 
７－１ 農地面積と関係指標の推移と目標 

区分 

 

年 

農地面積 

人口 
農業 

就業人口

人口１人 

当たり 

農地面積 

農業就業人口

１人当たり 

農地面積 田 畑 計 

平成 

22 年 

ha

164

ha

315

ha

479

人

6,692

人 

625 

㎡／人

716

㎡／人

7,664

   23 年 164 313 477 6,633  719

   24 年 164 312 476 6,529  729

   25 年 163 310 473 6,478  730

   26 年 163 309 472 6,421  735

   27 年 162 306 468 6,310 538 742 8,699

   28 年 160 301 461 6,279  734

   29 年 159 300 459 6,237  736

   30 年 159 299 458 6,153  744

  令和元年 

(基準年) 
154 293 447 6,077  736

２年 154 293 447 5,974 418 748 10,694

   ７年 

(中間年) 
150 285 435 5,729 306 759 14,216

   12 年 

(目標年) 
147 278 425 5,425 194 783 21,907

  資料：耕作及び作付面積統計（農林水産省統計情報部）、世界農林業センサス林業調査報告書、国勢

調査、空欄はデータなし  

 

７－２ 森林面積と関係指標の推移と目標 

区分

 年 
森林面積 人口 村土面積 

人口１人当たり 

森林面積 

村面積に占める

森林面積 

平成 

22 年 
ha

5,333

人

6,692

ha

6,661

ha／人

0.80

%

80.1

23 年 5,333 6,633 6,661 0.80 80.1

24 年 5,333 6,529 6,661 0.82 80.1

25 年 5,323 6,478 6,661 0.82 79.9

26 年 5,323 6,421 6,661 0.83 79.9

27 年 5,324 6,310 6,661 0.84 79.9

28 年 5,324 6,279 6,661 0.85 79.9

29 年 5,324 6,237 6,661 0.85 79.9

30 年 5,326 6,153 6,661 0.87 80.0

令和 元年 

(基準年) 
5,326 6,077 6,661 0.88 80.0

２年 5,326 5,974 6,661 0.89 80.0

７年 

(中間年) 
5,321 5,729 6,661 0.93 79.9

12 年 

(目標年) 
5,317 5,425 6,661 0.98 79.8

  資料：中部森林管理局事業統計書（南信森林管理署照会）、長野県民有林の現況（長野県林務部）、 

国勢調査 
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７－３ 水面・河川・水路面積の推移と目標 

区分 

 

 年 

水面・河川・水路面積 
村土面積 

村面積に占める 

水面・河川・水路

面積の割合 水面 河川 水路 計 

平成 

22 年 

ha

7  

ha

141  

ha

12  

ha

160  

ha 

6,661 

％

2.4  

23 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

24 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

25 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

26 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

27 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

28 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

29 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

30 年 7 141 12 160 6,661 2.4 

令和 元年 

(基準年) 
7 141 12 159 6,661 2.4 

2 年 7 141 11 159 6,661 2.4 

7 年 

(中間年) 
7 141 11 159 6,661 2.4 

12 年 

(目標年) 
7 141 11 158 6,661 2.4 

  資料：喬木村資料、河川調書（長野県） 
（注）計が合わない部分は四捨五入による 
 

７－４ 道路面積の推移と目標 

区分 

 年 

道路面積 
推 移 村土面積

村面積に占める

道路面積の割合一般道路 農道 林道 計 

平成 

22 年 

ha 

137 

ha

25  

ha

8  

ha

170  
 

100 

ha

6,661 

％

2.6  

23 年 137 25 8 170 100 6,661 2.6 

24 年 138 25 8 170 100 6,661 2.6 

25 年 138 25 8 170 100 6,661 2.6 

26 年 136 25 8 169 99 6,661 2.5 

27 年 136 25 8 168 99 6,661 2.5 

28 年 136 24 7 168 99 6,661 2.5 

29 年 137 24 7 168 99 6,661 2.5 

30 年 137 24 8 169 99 6,661 2.5 

令和 元年 

(基準年) 
136 24 8 168 99 6,661 2.5 

2 年 136 24 8 168 99 6,661 2.5 

7 年 

(中間年) 
138 23 8 169 99 6,661 2.5 

12 年 

(目標年) 
141 22 8 171 101 6,661 2.6 

  資料：飯田国道事務所照会、飯田建設事務所照会、道路台帳・農道台帳・林道台帳（喬木村） 
（注）計が合わない部分は四捨五入による 
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７－５ 宅地面積の推移と目標 

区分

 年 住宅地 工業用地 その他の宅地
宅  地 

計 

平成 

22 年 

ha

106 

ha

5  

ha 

37 

ha

148 

23 年 107 5 37 149 

24 年 108 5 39 152 

25 年 108 5 39 152 

26 年 108 6 39 153 

27 年 108 5 41 153 

28 年 108 5 41 155 

29 年 108 5 41 155 

30 年 109 5 41 155 

令和 元年 

(基準年) 
109 5 41 155 

2 年 109 4 42 155 

7 年 

(中間年) 
110 12 45 167 

12 年 

(目標年) 
112 12 47 171 

             資料：固定資産の価格等の概要調書、工業統計、喬木村資料 
（注）計が合わない部分は四捨五入による 

 

７－６ 住宅地面積と関係指標の推移と目標 

区分

 年 
住宅地 一般世帯数 

１世帯当たり 

住宅地面積 

平成 

22 年 

ha

106 

世帯

2,058  

㎡／世帯

515 

23 年 107 2,060 519 

24 年 108 2,040 529 

25 年 108 2,038 530 

26 年 108 2,044 528 

27 年 108 2,029 532 

28 年 108 2,042 529 

29 年 108 2,034 531 

30 年 109 2,023 539 

令和 元年 

(基準年) 
109 2,013 541 

2 年 109 2,035 536 

7 年 

(中間年) 
110 2,034 541 

12 年 

(目標年) 
112 2,032 551 

             資料：固定資産の価格等の概要調書、国勢調査 
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７－７ 工業用地面積と関係指標の推移と目標 

区分

 年 
工業用地面積 従業者数 

従業者１人当たり

工業用地面積 

平成 

22 年 

ha

5  

人

473  

㎡／人

106  

23 年 5   

24 年 5 449 111 

25 年 5 530 94 

26 年 6 501 120 

27 年 5   

28 年 5 484 103 

29 年 5 518 97 

30 年 5 478 105 

令和 元年 

(基準年) 
5 497 101 

2 年 4 463 86 

7 年 

(中間年) 
12 449 267 

12 年 

(目標年) 
12 434 276 

             資料：工業統計 
 
 

７－８ その他の宅地面積と関係指標の推移と目標 

区分

 年 

その他の 

宅地面積 

人  口 人口１人当たりの

その他の宅地面積

平成 

22 年 

ha

37 

人

6,692 

㎡／人

55

23 年 37 6,633 56

24 年 39 6,529 60

25 年 39 6,478 60

26 年 39 6,421 61

27 年 41 6,310 65

28 年 41 6,279 65

29 年 41 6,237 66

30 年 41 6,153 67

令和 元年 

(基準年) 
41 6,077 67

2 年 42 5,974 70

7 年 

(中間年) 
45 5,729 79

12 年 

(目標年) 
47 5,425 87

             資料：固定資産の価格等の概要調書、工業統計、国勢調査 
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８．用語の解説 
 

都市的土地利用 

住宅地、工業用地、事務所・店舗用地、一般道路など、主として人工的施設によ

る土地利用。 

 

低・未利用地 

利用がなされていない土地または立地条件からみて、その利用形態が社会的に必

ずしも適切でない土地。未利用の空地、耕作放棄地、工場跡地、都市部中心市街地

の青空駐車場や資材置場など。 

 

環境影響評価 

事業の実施に際し、その環境影響について、事前に十分調査、予測及び評価を行

うとともに、その結果を公表して地域住民などの意見を聴き、十分な公害防止及び

自然環境保全の対策を講じていくこと。 

 

耕作放棄地 

農林業センサスの「以前耕地であったもので、過去１年以上作物を栽培せず、し

かもこの数年の間に再び耕作する考えのない土地」として定義されている統計上の

用語。 

 

優良農地 

一団のまとまりのある農地や農業水利施設の整備等を行ったことによって生産

性が向上した農地など、良好な営農条件を備えた農地。 

 

ライフライン 

電気、ガス、水道、交通、通信など、人々の生活や活動の根幹を支えるシステム。 
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